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研究ノート
名古屋外国語大学論集　第12号　2023年2月

1．問題の所在

　本稿は、3・11受入校1における教育実践の検証に向けて、東日本大震災

により震災前の居住地とは別の居住地の学校に通っている児童生徒13,065人

（2018年5月1日現在）2の拡がりを市町村等別に明らかにする学界初の試みで

ある。

　2011年3月11日（金）午後7時3分に発出された東京電力福島第一原子力発

電所事故に伴う「原子力緊急事態宣言」3は、11年経った今も解除されていな

い。果たして、強制避難や自主避難が継続中であるという社会的な事実をど

れだけの国民が認識しているだろうか。避難理由は必ずしも原発災害に限定

されず、津波等の自然災害との切り分けには困難を伴うが、文部科学省は理

由の如何にかかわらず子どもたちの避難は継続中であるという認識の下、震

災直後から毎年、東日本大震災により被災した幼児児童生徒の学校における

受入れ状況について調査を行ってきた（以下、〇〇年度受入状況調査）。一連

の調査結果は、3・11被災児童生徒の受入れ状況の拡がりを都道府県別に明ら

かにしている。これらは、子どもたちの避難生活が全国47都道府県において

長期にわたり継続した事実を知るための大変重要なデータであるが、受入状

況調査の認知度が低いため教育関係者間でも十分に結果が共有されてきたと
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は言えず、また何よりも都道府県別の数値であるため学校現場において教職

員自らが所属する自治体や学校の課題として捉えることを難しくしていた。

　そこで本稿では、①これまでの受入状況調査における都道府県別受入れ状

況を概観したうえで、②文科省への情報開示請求によって得られた非公表

データにもとづき2018年度受入状況調査における市町村等別受入れ状況を整

理することにしたい。その整理に際しては、3・11被災児童生徒の受入れ状

況の全国的な拡がりを視覚的に捉える課題にも取り組むことにする。

2．受入状況調査における都道府県別受入れ状況

2.1　受入状況調査結果の概要と都道府県別受入れ状況の推移

　文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課教育制度改革室は、「東日

本大震災により被災した児童生徒の就学の機会を確保するとともに、当該児

童生徒に対する支援策の検討に資するため」、震災時までに生まれていた子

どもを対象として、東日本大震災により被災した幼児児童生徒の学校におけ

る受入れ状況に関して計15回の受入状況調査を行ってきた4。主な調査内容

は、（1）東日本大震災の影響により、被害の甚大な3県（岩手県、宮城県、福

島県）に居住していた幼児児童生徒を震災前の居住地とは別の居住地の学校

が受け入れた児童生徒数、（2）（1）のうち、他の都道府県にある学校が受け

入れた児童生徒数（同一県内における受入れ数を含まない）、（3）（1）のう

ち、それぞれ同じ県内の学校が受け入れた児童生徒数である。

　本調査結果を概観する前に、次の2点を確認しておきたい。ひとつは、震

災時までに生まれていた子どもが高等学校を卒業するまでの調査であること

である。本稿で取り上げる2018年度受入状況調査の調査対象は、「平成30年

5月1日現在、原則として、小学校2学年から高等学校3学年に在籍する児童

生徒」（波線は筆者）であるが、避難者数は年次進行で自然減し、避難者数の

減少との区別ができない。〈表2〉からは毎年2千人前後の減少がみてとれる

が、その大半が避難を解消した子どもではなく、避難は続いているものの高

等学校の卒業により調査対象から外れた子どもたちであると推測される。

　ふたつは、2019年度受入状況調査以降、避難元の調査対象範囲が全国から
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岩手・宮城・福島（以下、東北3県）へと縮小されたことである。直前の2018

年度受入状況調査において全体に占める東北3県内の3・11被災児童生徒数の

割合は94.4%（13,407人）であり、残りの5.6%（796人）は首都圏を含む東北

3県外を避難元として全国へと避難した子どもの事実を伝えていた。2019年

度受入状況調査以降、こうした重要な事実が把握できなくなっている。

　こうしたこともふまえて、本稿では、避難元の調査対象範囲が大幅に縮小

する前の最新結果である2018年度受入状況調査を分析対象とする。

　3・11被災幼児児童生徒の受入れ状況の推移は、〈表1〉のとおりである。

　2011年5月度から2018年度までの調査期間において、3・11被災児童生徒

数が最も多かったのは2011年9月度で、全国25,751人、そのうち東北3県内

が24,092人（93.6%）だった。また、最も少なかったのは2018年5月度で、全

国14,203人、そのうち東北3県内が前記したように13,407人（94.4%）だった。

これ以降全国を対象とした調査は行われていないが、2021年5月度の東北3

県内が7,504人であることから推計するとこれを含む約8千人が避難を続けて

いると考えられる。

　都道府県別受入れ状況の推移は、〈表2〉のとおりである。

　2011年5月度の都道府県別受入れ状況は、多い順に、福島県5,509人（25.3%）、

宮城県3,186人（14.6%）、埼玉県1,326人（6.4%）、東京都1,230人（5.7%）、新

潟県1,216人（5.6%）となっており5、震災直後から避難先が全国47都道府県

に及んでいることがわかる。

　また、2018年5月度の都道府県別受入れ状況は、多い順に、福島県3,311

人（25.3%）、宮城県1,899人（14.5%）、岩手県789人（6.0%）、新潟県741人

〈表1〉　3・11被災幼児児童生徒の受入れ状況の推移
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〈表2〉　都道府県別受入れ状況の推移
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（5.7%）、山形県664人（5.1%）であった。3位以下は、埼玉県・東京都・新潟

県から岩手県・新潟県・山形県へと総入れ替えだが、7年が経過しても福島

県と宮城県の受入れ割合に変化は見られない。

　2021年度の都道府県別受入れ状況は、多い順に、福島県2,974人（39.6%）、

宮城県600人（8.0%）、新潟県459人（6.1%）、山形県407人（5.4%）、茨城県

385人（5.1%）で、調査対象範囲が東北3県内からの避難に限定されたことで

福島県の隣接自治体への避難割合が増加している。また、最も少ないのは和

歌山県と徳島県のそれぞれ6人だったが、震災10年後の2021年度になっても

全国47都道府県への避難が続いていることがわかる。

3．2018年度受入状況調査における市町村等別受入れ状況

3.1　2018年度市町村等別受入れ状況一覧

　〈表3〉は、文科省への情報開示請求によって得られた非公表データをもと

に作成した2018年度市町村等別受入れ状況の一覧である（巻末参照）。本表

の「市町村等」には都道府県の知事部局や教育委員会、国立大学法人等も含

まれるが、全国47都道府県812市町村等が受け入れていることが判明した。

その内訳は、受入れ人数の合計が多い順に、市区町村教育委員会713（11,493

人）、都道府県教育委員会41（968人）、都道府県知事部局42（543人）、国立

大学法人13（37人）、株式会社立学校設置認可自治体3（24人）であり、市区

町村教育委員会が88.0%を占めていた。この中で、100人以上を受入れている

市町村等は21あり、多い順に、いわき市教育委員会1,283人、仙台市教育委

員会602人、福島市教育委員会439人、郡山市教育委員会386人、石巻市教育

委員会325人、新潟市教育委員会310人、札幌市教育委員会277人、会津若松

市教育委員会197人、福島県190人、盛岡市教育委員会183人、横浜市教育委

員会181人、名取市教育委員会170人、山形市教育委員会163人、登米市教育

委員会130人、米沢市教育委員会122人、南相馬市教育委員会120人、新潟県

教育庁115人、宮城県教育委員会113人、岡山市教育委員会111人、相馬市教

育委員会106人、京都市教育委員会104人だった。また、校種別では、小学

校6,958人、中学校4,576人、高等学校1,363人、義務教育学校12人、中等教



252

育学校25人、特別支援学校131人の計13,065人で、義務教育段階の児童生徒

が11,546人で全体の約9割を占めていることがわかった。

3.2　2018年度市町村等別受入れ状況の拡がり

　〈図1〉および〈図2〉は、文科省への情報開示請求によって得られた非公表

データをもとに作成した2018年度3・11被災児童生徒受入れ市町村等の分布

〈図1〉　2018年度3・11被災児童生徒の受入れ市町村等の分布（東日本）
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である。地域別の受入れ状況は、多い順に、東北（青森、岩手、宮城、秋田、

山形、福島）6,959人（53.3%）、南関東（埼玉、千葉、東京、神奈川）1,663人

（12.7%）、北関東・甲信（茨城、栃木、群馬、山梨、長野）1,279人（9.8%）、

北陸（新潟、富山、石川、福井）869人（6.7%）、近畿（滋賀、京都、大阪、

兵庫、奈良、和歌山）560人（4.3%）、北海道（北海道）450人（3.4%）、九州

（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄）404人（3.1%）、東海

（岐阜、静岡、愛知、三重）401人（3.1%）、中国（鳥取、島根、岡山、広島、

〈図2〉　2018年度3・11被災児童生徒の受入れ市町村等の分布（西日本）
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山口）354人（2.7%）、四国（徳島、香川、愛媛、高知）126人（0.9%）だっ

た。また、各地域において受入れ人数が最も多かった市町村等は、それぞれ、

いわき市教育委員会1,283人、横浜市教育委員会181人、宇都宮市教育委員会

83人、新潟市教育委員会310人、京都市教育委員会104人、札幌市教育委員

会277人、那覇市教育委員会24人、名古屋市教育委員会56人、岡山市教育委

員会111人、松山市教育委員会32人で、受入れ人数の多寡は必ずしも被災地

からの地理的な距離に比例していないことがわかった。

4．小括

　本稿では、これまでの受入状況調査において非公表であった市町村等別

データを整理し、2018年5月現在、計13,065人の3・11被災児童生徒を全国47

都道府県812市町村等（市区町村教育委員会713、都道府県知事部局42、都道

府県教育委員会41、国立大学法人13、株式会社立学校設置認可自治体3）が

受入れていることを明らかにした。

　清水（2022）は、政府が刊行した原発事故に関する資料が打ち出した差別

対策の問題点について検討する中で、「差別やいじめへの対策として実施さ

れる政策によって、むしろ原発事故被害の過小評価と不可視化がもたらされ

ている」ことを鋭く指摘しているが、本稿でのデータ整理の試みはこうした

不可視化への抵抗でもある。今回取り上げなかった震災直後の2011～2012年

度受入状況調査（計3回）データの分析や各年度間データの比較・検討、直

近の2021年度受入状況調査データの整理・分析等、今後の調査研究課題は少

なくない。

　一般に、3・11受入校の教育実践は東北3県外の課題として認識されがち

であるが、受入れ数の約半分を東北3県が占める現状においては、同時に東

北3県内の課題でもあり、改めて「3・11受入校の教育実践の検討に際しても

東北3県の教育実践がもつ意味が大きいこと」（大森・大橋、2021）を確認し

ておきたい。大森・大橋（2021）は、「3・11受入校で自然災害と向き合った

教育実践記録」4件、「3・11受入校で原発災害と向き合った教育実践記録等」

10件6の計14件の教育実践記録を取り上げ、考察している。その14件の内訳
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は、東北3県内8件（岩手県4件、福島県3件、山形県1件）、東北3県外6件

（埼玉県1件、東京都1件、山梨県2件、兵庫県1件、鳥取県1件）であるが、

3・11被災児童生徒の受入れ状況の拡がりを勘案すれば、より多くの教育実

践記録が存在するはずである。学校・家庭・地域等のより広いつながりの中

で、より多くの教育実践記録や教育活動に関する情報を収集し、忘れ去られ

る前にそうした記録や情報を共有し、後世につなぐことが急務である。3・11

被災児童生徒や3・11受入校は、見えなくなりつつある。避難した子どもと

避難や被ばくを免れた子どもが自然災害や原発災害から共に教訓を引き出し

ながら、共に生きていける学校づくり（大森2021）の実現に向けて、3・11

受入校における教育実践記録の収集と分析を続けていかなければならない。

付記

　本稿は、令和2-4年度科学研究費補助金基盤研究（C）「3・11被災校におけ

る教育実践記録の収集と分析」（課題番号：20K02509）による研究成果の一

部である。

注
1	「受け入れ教育」の概念は、大森・諏訪・中森（2019）が「原発事故と東北地震により避

難した子どもの受け入れ教育」の略称として、「3・11」の影響で避難と転校を続けてい
る子どもに焦点を当てて、避難先の学校における教育の課題を明らかにするため提起し
たものである。この概念提起を受けて、大森・大橋（2021）は、「震災により、震災前の
学校と別の学校において受け入れた子どもが在籍する学校」を「3・11受入校」と定義
し、自然災害や原発災害と向き合った教育実践記録をそれぞれ分析している。

2	 文科省は、「平成25年度から平成30年度までの福島県の数値については、県立学校におい
て小中学校時の転入学等が計上されていなかった」との理由で、2019年3月20日に公表
したこの数値を同年12月24日に14,203人へと訂正している。今回、情報開示請求によっ
て得られたのは訂正前データのみであったため、本稿では訂正前の13,065人を中心に分
析を進める。

3	 原子力緊急事態宣言の全文は、次のとおりである。「平成23年（2011年）3月11日16時
36分、東京電力（株)福島第一原子力発電所において、原子力災害対策特別措置法第15条
1項2号の規定に該当する事象が発生し、原子力災害の拡大の防止を図るための応急の対
策を実施する必要があると認められるため、同条の規定に基づき、原子力緊急事態宣言
を発する。（注）現在のところ、放射性物質による施設の外部への影響は確認されていま
せん。したがって、対象区域内の居住者、滞在者は現時点では直ちに特別な行動を起こす



256

必要はありません。あわてて避難を始めることなく、それぞれの自宅や現在の居場所で
待機し、防災行政無線、テレビ、ラジオ等で最新の情報を得るようにしてください。繰
り返しますが、放射能が現に施設の外に漏れている状態ではありません。落ち着いて情
報を得るようにお願いします。」

4	 2011年4月から2021年5月までに、「東日本大震災により被災した岩手県、宮城県、福島
県の児童生徒の他都道府県の公立学校での受入れ状況について」（2011年4月8日現在、
同年4月15日現在、同年4月22日現在）3回、「東日本大震災により被災した幼児児童生
徒の学校における受入れ状況について」（2011年5月1日現在、同年9月1日現在、2012年
5月1日現在、2013年5月1日現在、2014年5月1日現在、2015年5月1日現在、2016年5
月1日現在）7回、「東日本大震災により被災した児童生徒の学校における受入れ状況に
ついて」（2017年5月1日現在、2018年5月1日現在、2019年5月1日現在、2020年5月1
日現在、2021年5月1日現在）5回の計15回の調査結果を公表している。

5	〈表2〉の太数字は、各年度の上位5位までの都県である。
6	 このうち2件（山梨県1件、兵庫県1件）は、「いつでも3・11受入校になれるよう原発災

害と向き合った教育実践記録」として整理されている。
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〈表3〉2018年度市町村等別受入れ状況
都道府県 教育委員会・法人名等  小学校 中学校  高等学校  義務教育学校  中等教育学校  特別支援学校 計計

札幌市教育委員会 165 103 8 1 277
北海道教育庁 22 1 23

旭川市教育委員会 12 10 22
函館市教育委員会 8 11 19
千歳市教育委員会 10 3 13

北海道総務部法務・法人局学事課 2 2 7 11
帯広市教育委員会 9 1 10

国立大学法人北海道教育大学 2 4 6
小樽市教育委員会 3 2 5
江別市教育委員会 1 3 4
伊達市教育委員会 3 1 4
恵庭市教育委員会 4 4
北見市教育委員会 2 2 4
苫小牧市教育委員会 3 3
室蘭市教育委員会 1 2 3
安平町教育委員会 3 3
釧路市教育委員会 3 3
北広島市教育委員会 3 3
三笠市教育委員会 3 3

弟子屈町教育委員会 1 1 2
比布町教育委員会 1 1 2
岩内町教育委員会 2 2

せたな町教育委員会 1 1 2
厚真町教育委員会 1 1 2
白老町教育委員会 1 1 2
沼田町教育委員会 2 2
北斗市教育委員会 1 1
標茶町教育委員会 1 1
滝川市教育委員会 1 1
幕別町教育委員会 1 1

北海道富良野市教育委員会 1 1
栗山町教育委員会 1 1
新篠津村教育委員会 1 1
岩見沢市教育委員会 1 1
七飯町教育委員会 1 1

上富良野町教育委員会 1 1
当麻町教育委員会 1 1
愛別町教育委員会 1 1
上ノ国町教育委員会 1 1
浦河町教育委員会 1 1
別海町教育員会 1 1
和寒町教育委員会 1 1
青森県教育委員会 24 2 26
八戸市教育委員会 14 6 20
青森市教育委員会 4 8 12
弘前市教育委員会 5 3 8
むつ市教育委員会 2 3 5

十和田市教育委員会 2 2 4
五戸町教育委員会 2 2
三沢市教育委員会 1 1 2

青森県 2 2
盛岡市教育委員会 107 70 6 183
岩手県教育委員会 6 76 10 92
大船渡市教育委員会 58 15 73
一関市教育委員会 28 30 58
宮古市教育委員会 43 12 55

陸前高田市教育委員会 40 14 54
遠野市教育委員会 26 19 45
北上市教育委員会 24 19 43
花巻市教育委員会 22 20 42

岩手県総務部法務学事課 3 23 26
矢巾町教育員会 13 7 20

滝沢市教育委員会 11 7 18
紫波町教育委員会 13 4 17
奥州市教育委員会 6 8 14
住田町教育委員会 6 5 11
久慈市教育委員会 8 2 10
洋野町教育委員会 2 3 5

金ケ崎町教育委員会 3 2 5
大槌町教育委員会 5 5

＜表3＞2018年度市町村別受⼊れ状況

北海道

青森県

岩手県



258

二戸市教育委員会 1 3 4
岩泉町教育委員会 3 1 4

八幡平市教育委員会 2 2
岩手県西和賀町教育委員会 2 2

山田町教育委員会 1 1
仙台市教育委員会 378 214 6 4 602
石巻市教育委員会 233 92 325
名取市教育委員会 120 50 170
登米市教育委員会 68 62 130
宮城県教育委員会 108 5 113
東松島市教育委員会 43 33 76
大崎市教育委員会 42 34 76
柴田町教育委員会 28 23 51
塩竈市教育委員会 25 15 40
大和町教育委員会 21 13 34
岩沼市教育委員会 27 4 31
白石市教育委員会 20 9 29
富谷市教育委員会 13 15 28
角田市教育委員会 14 9 23
利府町教育委員会 19 4 23
美里町教育委員会 14 4 18

大河原町教育委員会 11 7 18
多賀城市教育委員会 12 5 17
亘理町教育委員会 10 7 17

宮城県栗原市教育委員会 7 9 16
涌谷町教育委員会 4 7 11
山元町教育委員会 4 6 10
加美町教育委員会 5 3 8
丸森町教育委員会 4 3 7
川崎町教育委員会 3 2 5
大衡村教育委員会 3 2 5

宮城県 1 4 5
松島町教育委員会 2 1 3
村田町教育委員会 1 1 2

宮城県七ヶ浜町教育委員会 2 2
七ヶ宿町教育委員会 2 2

国立大学法人宮城教育大学 1 1
蔵王町教育委員会 1 1
秋田市教育委員会 35 27 62
秋田県教育委員会 2 54 2 58
横手市教育委員会 13 8 21
大仙市教育委員会 11 2 13

由利本荘市教育委員会 6 5 11
能代市教育委員会 8 2 10
仙北市教育委員会 3 3 6
潟上市教育委員会 3 2 5

秋田県 5 5
大館市教育委員会 2 2 4
美郷町教育委員会 2 2 4

にかほ市教育委員会 3 3
男鹿市教育委員会 2 1 3

国立大学法人秋田大学 2 1 3
湯沢市教育委員会 2 2
鹿角市教育委員会 1 1 2

北秋田市教育委員会 1 1 2
三種町教育委員会 1 1
山形市教育委員会 96 62 5 163
米沢市教育委員会 83 39 122
山形県教育委員会 1 92 4 97

山形県 42 42
天童市教育委員会 29 11 40
酒田市教育委員会 25 7 32

山形県鶴岡市教育委員会 12 19 31
南陽市教育委員会 15 3 18

寒河江市教育委員会 8 8 16
高畠町教育委員会 15 1 16

山形県東根市教育委員会 11 3 14
国立大学法人山形大学 9 3 12

上山市教育委員会 7 3 10
長井市教育委員会 8 2 10
飯豊町教育委員会 5 2 7
最上町教育委員会 4 2 6
川西町教育委員会 4 2 6

秋田県

宮城県

山形県



3・11被災児童生徒の市町村別受入れ状況■

259

新庄市教育委員会 2 3 5
遊佐町教育員会 3 3
河北町教育委員会 2 1 3
中山町教育委員会 2 1 3
小国町教育委員会 2 1 3
白鷹町教育委員会 2 1 3
朝日町教育委員会 1 1
庄内町教育委員会 1 1

いわき市教育委員会 806 477 1283
福島市教育委員会 266 173 439
郡山市教育委員会 227 159 386

会津若松市教育委員会 112 85 197
福島県 9 19 162 190

南相馬市教育委員会 81 39 120
相馬市教育委員会 64 42 106
田村市教育委員会 35 23 58

二本松市教育委員会 24 28 52
三春町教育委員会 32 20 52
白河市教育委員会 32 19 51
福島県教育庁 1 43 44

猪苗代町教育委員会 12 30 42
本宮市教育委員会 19 13 32
伊達市教育委員会 15 13 28
川俣町教育委員会 20 8 28

須賀川市教育委員会 18 8 26
大玉村教育委員会 16 7 23

喜多方市教育委員会 13 9 22
会津坂下町教育委員会 9 7 16
西郷村教育委員会 9 6 15
双葉町教育委員会 12 1 13
広野町教育委員会 10 3 13
桑折町教育委員会 7 4 11

会津美里町教育委員会 4 4 8
矢吹町教育委員会 5 1 6
小野町教育委員会 4 1 5
玉川村教育委員会 2 3 5
川内村教育委員会 5 5
石川町教育委員会 1 3 4
泉崎村教育委員会 2 2 4
浅川町教育委員会 3 3
棚倉町教育委員会 3 3
西会津町教育委員会 2 1 3
磐梯町教育委員会 2 1 3
金山町教育委員会 2 2
国見町教育委員会 1 1 2
只見町教育委員会 1 1 2
鏡石町教育委員会 2 2
楢葉町教育委員会 2 2
大熊町教育委員会 1 1
塙町教育委員会 1 1
鮫川村教育委員会 1 1
北塩原村教育委員会 1 1
中島村教育委員会 1 1
水戸市教育委員会 39 30 69

つくば市教育委員会 23 17 9 49
日立市教育委員会 29 14 43
茨城県教育委員会 35 1 36

ひたちなか市教育委員会 17 18 35
土浦市教育委員会 26 3 2 31
結城市教育委員会 16 10 26

茨城県 3 21 1 25
北茨城市教育委員会 18 7 25
つくば市教育委員会 19 19
筑西市教育委員会 10 9 19
高萩市教育委員会 11 5 16
笠間市教育委員会 12 4 16
取手市教育委員会 7 6 13
那珂市教育委員会 8 3 11
東海村教育委員会 5 5 10

福島県
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鹿嶋市教育委員会 8 1 9
桜川市教育委員会 6 2 8
阿見町教育委員会 3 5 8
古河市教育委員会 4 3 7
神栖市教育委員会 5 2 7

龍ケ崎市教育委員会 5 1 6
坂東市教育委員会 3 3 6
石岡市教育委員会 3 2 5
牛久市教育委員会 3 2 5
茨城県教育委員会 4 4
常総市教育委員会 4 4

つくばみらい市教育委員会 1 3 4
茨城町教育委員会教育委員会 2 1 3

美浦村教育委員会 3 3
守谷市教育委員会 2 2

常陸大宮市教育委員会 1 1 2
小美玉市教育委員会 2 2
常陸太田市教育委員会 1 1
稲敷市教育委員会 1 1
行方市教育委員会 1 1
鉾田市教育委員会 1 1

宇都宮市教育委員会 37 46 83
栃木県教育委員会 42 2 44

那須塩原市教育委員会 22 17 39
小山市教育委員会 18 11 29

栃木県 2 3 16 21
栃木市教育委員会 10 10 20
佐野市教育委員会 11 9 20

大田原市教育委員会 11 6 17
真岡市教育委員会 8 7 15
下野市教育委員会 11 3 14
鹿沼市教育委員会 7 5 12
足利市教育委員会 5 2 7
壬生町教育委員会 2 4 6
野木町教育委員会 4 2 6

さくら市教育委員会 3 2 5
芳賀町教育委員会 4 1 5
上三川町教育委員会 3 1 4
益子町教育委員会 3 3
那須町教育委員会 2 1 3

高根沢町教育委員会 3 3
矢板市教育委員会 1 1 2
群馬県教育委員会 33 2 35
太田市教育委員会 20 13 33
高崎市教育委員会 13 9 1 23
館林市教育委員会 12 5 17

伊勢崎市教育委員会 7 5 12
前橋市教育委員会 4 8 12
桐生市教育委員会 5 3 8

群馬県総務部 7 7
藤岡市教育委員会 2 4 6
大泉町教育委員会 1 5 6
渋川市教育委員会 4 1 5
甘楽町教育委員会 3 1 4
玉村町教育委員会 2 1 3
沼田市教育委員会 3 3
安中市教育委員会 2 2

みどり市教育委員会 1 1 2
高山村教育委員会 1 1
東吾妻町教育委員会 1 1
さいたま市教育委員会 45 48 93

加須市教育委員会 31 25 56
越谷市教育委員会 24 15 39

埼玉県 1 5 28 34
上尾市教育委員会 21 10 31
埼玉県教育委員会 1 17 7 25
東松山市教育委員会 15 7 22
春日部市教育委員会 14 4 18

茨城県

栃木県

群馬県
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狭山市教育委員会 9 7 16
鶴ヶ島市教育委員会 11 4 15
川口市教育委員会 10 5 15
鴻巣市教育委員会 7 5 12
草加市教育委員会 5 6 11
坂戸市教育委員会 7 4 11

ふじみ野市教育委員会 3 7 10
八潮市教育委員会 4 6 10
入間市教育委員会 5 4 9
秩父市教育委員会 7 2 9
川越市教育委員会 3 6 9
桶川市教育委員会 3 5 8
所沢市教育委員会 3 5 8
吉川市教育委員会 6 2 8
羽生市教育委員会 5 2 7
久喜市教育委員会 4 3 7
蓮田市教育委員会 3 3 6
三郷市教育委員会 1 5 6
日高市教育委員会 3 2 5
新座市教育委員会 2 3 5
寄居町教育委員会 4 1 5

毛呂山町教育委員会 2 2 4
朝霞市教育委員会 4 4
宮代町教育委員会 4 4
戸田市教育委員会 2 2 4

ときがわ町教育委員会 2 1 3
志木市教育委員会 2 1 3
杉戸町教育委員会 3 3
飯能市教育委員会 2 1 3
皆野町教育委員会 1 1 2
北本市教育委員会 1 1 2
本庄市教育委員会 2 2
深谷市教育委員会 2 2
伊奈町教育委員会 2 2
富士見市教育委員会 1 1 2
白岡市教育委員会 1 1
熊谷市教育委員会 1 1
鳩山町教育委員会 1 1
千葉市教育委員会 22 18 40
成田市教育委員会 14 9 23
柏市教育委員会 15 4 2 21

千葉県教育委員会 15 1 16
市川市教育委員会 2 13 15
松戸市教育委員会 3 8 11
野田市教育委員会 5 6 11
船橋市教育委員会 5 6 11
流山市教育委員会 5 6 11
市原市教育委員会 7 4 11
印西市教育委員会 4 4 8

八千代市教育委員会 4 4 8
木更津市教育委員会 7 7
習志野市教育委員会 5 2 7
茂原市教育委員会 4 1 2 7

千葉県 7 7
多古町教育委員会 4 3 7
館山市教育委員会 4 2 6
香取市教育委員会 3 3 6
袖ケ浦市教育委員会 4 1 5
東金市教育委員会 1 3 4
富里市教育委員会 4 4

我孫子市教育委員会 1 2 3
四街道市教育委員会 1 2 3
旭市教育委員会 1 2 3
君津市教育委員会 2 2

大網白里市教育委員会 1 1 2
鴨川市教育委員会 2 2
匝瑳市教育委員会 1 1 2
佐倉市教育委員会 2 2
栄町教育委員会 1 1

横芝光町教育委員会 1 1
八街市教育委員会 1 1
江東区教育委員会 26 20 46

江戸川区教育委員会 23 20 43

埼玉県

千葉県
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町田市教育委員会 12 12 24
東京都 1 3 19 23

板橋区教育委員会 6 14 20
八王子市教育委員会 9 9 2 20
中野区教育委員会 14 4 18
葛飾区教育委員会 6 8 3 17
杉並区教育委員会 11 5 16
練馬区教育委員会 8 8 16
西東京市教育委員会 10 6 16
世田谷区教育委員会 9 5 14
武蔵野市教育委員会 8 4 12
足立区教育委員会 4 7 11
日野市教育委員会 5 5 10

国分寺市教育委員会 4 6 10
東久留米市 4 6 10

三鷹市教育委員会 3 6 9
東京都教育庁 9 9

千代田区教育委員会 2 5 1 8
府中市教育委員会 5 2 7
品川区教育委員会 3 3 1 7
荒川区教育委員会 1 5 6
稲城市教育委員会 3 3 6
豊島区教育委員会 4 1 5
清瀬市教育委員会 1 3 1 5
昭島市教育委員会 4 1 5

東大和市教育委員会 5 5
調布市教育委員会 4 4
立川市教育委員会 4 4

あきる野市教育委員会 2 2 4
東村山市教育委員会 3 1 4
福生市教育委員会 2 2 4
大田区教育委員会 1 3 4
新宿区教育委員会 2 1 3
目黒区教育委員会 1 2 3
台東区教育委員会 2 2

武蔵村山市教育委員会 1 1 2
北区教育委員会 2 2

日の出町教育委員会 1 1 2
小金井市教育委員会 2 2

東京大学 1 1
小平市教育委員会 1 1
国立市教育委員会 1 1
中央区教育委員会 1 1
文京区教育委員会 1 1
瑞穂町教育委員会 1 1
多摩市教育委員会 1 1
横浜市教育委員会 100 79 2 181
川崎市教育委員会 22 15 37
藤沢市教育委員会 11 15 26

茅ヶ崎市教育委員会 15 9 24
神奈川県 1 2 21 24

大和市教育委員会 7 7 1 15
鎌倉市教育委員会 10 4 14

海老名市教育委員会 5 5 10
横須賀市教育委員会 4 4 1 9

伊勢原市 8 1 9
小田原市教育委員会 3 5 8
相模原市教育委員会 7 1 8
開成町教育委員会 3 3 6
秦野市教育委員会 1 5 6
平塚市教育委員会 1 4 5
綾瀬市教育委員会 1 2 3
箱根町教育委員会 1 2 3

神奈川県教育委員会 3 3
厚木市教育委員会 2 2
葉山町教育委員会 2 2
愛川町教育委員会 1 1
座間市教育委員会 1 1
新潟市教育委員会 204 103 1 2 310

新潟県教育庁 97 12 6 115
柏崎市教育委員会 58 30 88

新発田市教育委員会 22 17 39
長岡市教育委員会 16 23 39

東京都

神奈川県



3・11被災児童生徒の市町村別受入れ状況■

263

新潟県 5 31 36
上越市教育委員会 4 11 15
村上市教育委員会 9 6 15
三条市教育委員会 3 9 12
燕市教育委員会 6 6 12
胎内市教育委員会 8 2 10
佐渡市教育委員会 6 2 8

阿賀野市教育委員会 5 3 8
湯沢町教育委員会 2 3 5

十日町市教育委員会 1 3 4
小千谷市教育委員会 1 3 4

国立大学法人新潟大学 4 4
聖籠町教育委員会 1 2 3
刈羽村教育委員会 3 3
五泉市教育委員会 3 3
見附市教育委員会 2 1 3
加茂市教育委員会 2 2
妙高市教育委員会 1 1
津南町教育委員会 1 1

新潟県南魚沼市教育委員会 1 1
富山市教育委員会 4 6 10
滑川市教育委員会 2 3 5
富山県教育委員会 4 4
砺波市教育委員会 3 3
高岡市教育委員会 1 1 2
黒部市教育委員会 2 2

富山県 1 1
上市町教育委員会 1 1
金沢市教育委員会 25 9 34
石川県教育委員会 11 11
小松市教育委員会 2 3 5
能美市教育委員会 3 2 5
白山市教育員会 1 3 4

石川県 4 4
七尾市教育委員会 1 2 3
野々市市教育委員会 2 2
羽咋市教育委員会 2 2
内灘町教育委員会 1 1
かほく市教育委員会 1 1
福井市教育委員会 3 3 6
福井県教育庁 6 6

敦賀市教育委員会 2 2 4
鯖江市教育委員会 2 1 3
大野市教育委員会 1 2 3

福井県 3 3
坂井市教育委員会 1 1 2

あわら市教育委員会 1 1
中央市教育委員会 17 11 28
山梨県教育委員会 11 6 17
北杜市教育委員会 5 2 7
甲斐市教育委員会 3 4 7
甲府市教育委員会 6 6
富士川町教育委員会 3 3
笛吹市教育委員会 2 1 3
都留市教育委員会 1 1 2

富士河口湖町教育委員会 1 1
南アルプス市教育委員会 1 1

昭和町教育委員会 1 1
山梨県 1 1

松本市教育委員会 35 7 42
白馬村教育委員会 9 3 3 15
安曇野市教育委員会 4 6 10
長野市教育委員会 4 4 8
小諸市教育委員会 3 5 8

長野県 2 6 8
伊那市教育委員会 5 2 7

宮田村 3 1 4
東御市教育委員会 4 4
箕輪町教育委員会 2 2 4
辰野町教育委員会 2 1 3
飯島町教育委員会 1 2 3

信州大学 2 1 3
茅野市教育委員会 1 1 2

石川県

新潟県

富山県

福井県

山梨県

長野県
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佐久市教育委員会 2 2
富士見町教育委員会 1 1 2
上田市教育委員会 1 1
大町市教育委員会 1 1
駒ヶ根市教育委員会 1 1
木祖村教育委員会 1 1
千曲市教育委員会 1 1
原村教育委員会 1 1

御代田町教育委員会 1 1
岐阜市教育委員会 9 7 1 17
岐阜県教育委員会 13 13
高山市教育委員会 2 2 4
下呂市教育委員会 4 4

各務原市教育委員会 2 2 4
中津川市教育委員会 2 2 4

岐阜県 3 3
関市教育委員会 2 1 3

可児市教育委員会 3 3
二町教育委員会 2 1 3

多治見市教育委員会 2 2
垂井町教育委員会 2 2
富加町教育委員会 2 2
御嵩町教育委員会 1 1
静岡県教育委員会 10 10
藤枝市教育委員会 7 2 9

御殿場市教育委員会 2 3 3 8
浜松市教育委員会 3 4 7
静岡市教育委員会 3 4 7
三島市教育委員会 3 2 5

富士宮市教育委員会 4 1 5
富士市教育委員会 2 2 4
掛川市教育委員会 1 2 3
下田市教育委員会 3 3
菊川市教育委員会 3 3
裾野市教育委員会 2 1 3
熱海市教育委員会 2 1 3

文化・観光部総合教育局 2 1 3
沼津市教育委員会 2 2
湖西市教育委員会 1 1 2
磐田市教育委員会 2 2
島田市教育委員会 2 2
焼津市教育委員会 1 1
清水町教育委員会 1 1
名古屋市教育委員会 28 28 56
豊橋市教育委員会 7 6 13
一宮市教育委員会 7 5 12
清須市教育委員会 2 6 8
岡崎市教育委員会 6 2 8

愛知県県民文化部学事振興課私学振興室 1 7 8
瀬戸市教育委員会 3 3 6
豊田市教育委員会 3 3 6
大府市教育委員会 4 1 5
西尾市教育委員会 3 2 5
みよし市教育委員会 1 3 4

北名古屋市教育委員会 3 1 4
小牧市教育委員会 3 1 4
半田市教育委員会 1 2 3
常滑市教育委員会 3 3
高浜市教育委員会 2 1 3
日進市教育委員会 1 2 3
津島市教育委員会 2 1 3
東海市教育委員会 2 1 3
新城市教育委員会 1 1 2

阿久比町教育委員会 1 1 2
蟹江町教育委員会 1 1 2
武豊町教育委員会 2 2
安城市教育委員会 2 2
あま市教育委員会 1 1
豊川市教育委員会 1 1
江南市教育委員会 1 1
愛知教育大学 1 1

南知多町教育委員会 1 1
愛知県教育委員会 1 1

岐阜県

静岡県

愛知県



3・11被災児童生徒の市町村別受入れ状況■

265

四日市市教育委員会 27 21 48
津市教育委員会 4 2 6

伊賀市教育委員会 3 2 5
三重県環境生活部 1 3 1 5
松阪市教育委員会 4 4
伊勢市教育委員会 2 1 3
鈴鹿市教育委員会 1 2 3
多気町教育委員会 1 1 2
桑名市教育委員会 2 2
朝日町教育委員会 1 1 2
滋賀県教育委員会 9 9
高島市教育委員会 3 2 5
大津市教育委員会 1 3 1 5
野洲市教育委員会 3 3

滋賀県 1 2 3
彦根市教育委員会 2 2
長浜市教育委員会 2 2

近江八幡市教育委員会 2 2
栗東市教育委員会 1 1
京都市教育委員会 60 38 5 1 104
宇治市教育委員会 6 7 13
京都府教育委員会 8 1 9

京都府 4 3 7
木津川市教育委員会 4 1 5
舞鶴市教育委員会 1 2 3
京丹後市教育委員会 2 1 3

国立大学法人京都教育大学 2 2
長岡京市教育委員会 1 1 2
福知山市教育委員会 1 1
京田辺市教育委員会 1 1
大山崎町教育委員会 1 1
堺市教育委員会 26 16 42

大阪市教育委員会 16 22 1 39
枚方市教育委員会 9 4 13
箕面市教育委員会 5 6 11
茨木市教育委員会 2 9 11
八尾市教育委員会 5 3 8
豊中市教育委員会 4 1 5
大阪府教育庁 1 4 5

高槻市教育委員会 1 2 3
吹田市教育委員会 1 2 3
和泉市教育委員会 1 1 2

岸和田市教育委員会 1 1 2
交野市教育委員会 1 1 2
守口市教育委員会 1 1 2

東大阪市教育委員会 2 2
寝屋川市教育委員会 1 1
松原市教育委員会 1 1
大阪教育大学 1 1

河内長野市教育委員会 1 1
神戸市教育委員会 32 24 1 57
西宮市教育委員会 8 14 1 23
姫路市教育委員会 12 8 20
兵庫県教育委員会 18 1 19
宝塚市教育委員会 5 9 14
三田市教育委員会 6 3 9
伊丹市教育委員会 4 1 1 6
篠山市教育委員会 3 2 5
三木市教育委員会 4 4
尼崎市教育委員会 1 2 3
加古川市教育委員会 1 2 3
佐用町教育委員会 1 1 2

南あわじ市教育委員会 1 1 2
淡路市教育委員会 1 1 2
養父市教育委員会 1 1
川西市教育委員会 1 1

猪名川町教育委員会 1 1
高砂市教育委員会 1 1
たつの市教育委員会 1 1
奈良市教育委員会 14 5 19
奈良県教育委員会 1 6 7
生駒市教育委員会 3 2 5
平群町教育委員会 2 1 3

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県
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宇陀市教育委員会 1 1 2
橿原市教育委員会 2 2
香芝市教育委員会 2 2
桜井市教育委員会 1 1 2

奈良県 1 1
和歌山県 1 1 2

和歌山市教育委員会 1 1 2
国立大学法人和歌山大学 1 1
紀の川市教育委員会 1 1
鳥取市教育員会 9 3 12

米子市教育委員会 1 1
島根県 6 6

島根県教育委員会 4 4
松江市教育委員会 3 3
益田市教育委員会 1 1 2
大田市教育委員会 2 2
出雲市教育委員会 1 1
江津市教育委員会 1 1
岡山市教育委員会 69 42 111
総社市教育委員会 19 5 1 25
岡山県教育委員会 3 14 3 20
和気町教育委員会 12 5 17

岡山県高梁市教育委員会 3 6 9
玉野市教育委員会 6 1 7
倉敷市教育委員会 2 5 7

岡山県笠岡市教育委員会 3 2 5
瀬戸内市教育委員会 1 1 2
久米南町教育委員会 2 2
真庭市教育委員会 1 1 2
浅口市教育委員会 1 1
岡山県総務部 1 1

広島市教育委員会 26 17 2 1 46
尾道市教育委員会 9 4 13
福山市教育委員会 4 4
呉市教育委員会 3 1 4

広島県 3 3
東広島市教育委員会 2 1 3
廿日市市教育委員会 1 2 3
三原市教育委員会 2 2
三次市教育委員会 2 2
府中市教育委員会 1 1
庄原市教育委員会 1 1
山口市教育委員会 5 1 6
長門市教育委員会 2 4 6
山口県教育委員会 5 5
宇部市教育委員会 1 3 4
萩市教育委員会 3 3
周南市教育委員会 1 2 3
下関市教育委員会 1 1 2

山口県 1 1
美祢市教育委員会 1 1
阿波市教育委員会 2 1 3
徳島県教育委員会 2 2
鳴門市教育委員会 1 1
高松市教育委員会 17 8 25
香川県教育委員会 8 8
小豆島町教育委員会 2 1 3
坂出市教育委員会 2 1 3
丸亀市教育委員会 1 2 3

善通寺市教育委員会 1 1 2
東かがわ市教育委員会 1 1 2
観音寺市教育委員会 1 1
三豊市教育委員会 1 1

香川県 1 1
松山市教育委員会 22 10 32
愛媛県教育委員会 8 1 9
西条市教育委員会 6 6

久万高原町教育委員会 2 1 3
宇和島市教育委員会 2 2
伊予市教育委員会 2 2

四国中央市教育委員会 2 2
愛媛県知事部局 1 1
内子町教育委員会 1 1

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県
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今治市教育委員会 1 1
新居浜市教育委員会 1 1
四万十市教育委員会 4 4
高知市教育委員会 3 3

高知県文化生活スポーツ部 1 1 2
土佐清水市教育委員会 1 1
高知県教育委員会 1 1
福岡市教育委員会 9 9 18
福岡県教育委員会 2 16 18
大牟田市教育委員会 3 5 8
大野城市教育委員会 1 2 3
北九州市教育委員会 1 2 3

福岡県 3 3
春日市教育委員会 1 2 3
大木町教育委員会 2 1 3
久留米市教育委員会 3 3
直方市教育委員会 2 2
筑後市教育委員会 1 1 2
新宮町教育委員会 1 1 2
八女市教育委員会 1 1
糸島市教育委員会 1 1
鳥栖市教育委員会 13 4 17
佐賀県教育庁 10 10

唐津市教育委員会 3 2 5
佐賀市教育委員会 2 1 3

佐賀県総務部法務私学課 1 1
佐賀大学 1 1

有田町教育委員会 1 1
長崎市教育委員会 2 1 3
長崎県教育委員会 3 3
西海市教育委員会 2 1 3
雲仙市教育委員会 2 2
佐世保市教育委員会 2 2

長崎大学 1 1
長与町教育委員会 1 1

長崎県 1 1
熊本市教育委員会 14 9 23
宇城市教育委員会 7 2 9
熊本県教育委員会 6 1 7
菊池市教育委員会 2 3 5
山鹿市教育委員会 2 1 3
大津町教育委員会 1 1 2
合志市教育委員会 1 1
菊陽町教育委員会 1 1
山都町教育委員会 1 1
錦町教育委員会 1 1
大分市教育委員会 11 6 17
中津市教育委員会 2 2 3 7
杵築市教育委員会 5 5
別府市教育委員会 3 2 5

豊後高田市教育委員会 3 1 4
竹田市教育委員会 2 1 3
宇佐市教育委員会 2 1 3
大分県教育庁 3 3

臼杵市教育委員会 2 2
佐伯市教育委員会 1 1

大分県 1 1
宮崎市教育委員会 4 4
西都市教育委員会 1 2 3
日南市教育委員会 3 3
宮崎県教育委員会 3 3
都城市教育委員会 1 1
日向市教育委員会 1 1
串間市教育委員会 1 1
綾町教育委員会 1 1

鹿児島県教育委員会 9 2 11
いちき串木野市教育委員会 5 1 6

鹿児島市教育委員会 4 1 5
志布志市教育委員会 2 1 3

南さつま市教育委員会 2 1 3
長島町教育委員会 2 1 3
奄美市教育委員会 2 2
姶良市教育委員会 1 1 2

佐賀県

高知県

福岡県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県
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西之表市教育委員会 1 1
さつま町教育委員会 1 1

鹿児島県 1 1
那覇市教育委員会 12 12 24
沖縄県教育庁 20 2 22

北谷町教育委員会 5 8 13
浦添市教育委員会 7 2 9
沖縄県知事部局 7 1 1 9

与那原町教育委員会 7 2 9
名護市教育委員会 4 4 8
南城市教育委員会 5 2 7
八重瀬町教育委員会 4 4
糸満市教育委員会 1 3 4

宮古島市教育委員会 3 3
沖縄市教育委員会 1 1 2
石垣市教育委員会 1 1 2
西原町教育委員会 1 1
中城村教育委員会 1 1
宜野湾市教育員会 1 1
うるま市教育委員会 1 1
豊見城市教育委員会 1 1

6,958 4,576 1,363 12 25 131 13,065計

沖縄県
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